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概要：近年，コンピューティング技術を用いたモチベーション制御手法として競争を利用したものがヘル
スケアなど様々な分野で開発されている．しかしながら，既存手法には競争による心理的影響を考慮し

きれていないという問題がある．そこで，本研究では心理的影響を考慮した競争情報を用いたモチベー

ション制御手法を提案する．本稿では，まず日常の運動モチベーション向上を対象とし，競争においてモ

チベーションに影響する要因である，努力量に対する競争結果，競争相手との成績差，競争参加人数の 3

点による心理的影響への配慮をシステム設計に内包させた競争システムを開発する．提案システムでは活

動量計から得た歩数を基にして，モチベーションに良い効果を与えるように補正された競争結果がフィー

ドバックされる．プロトタイプシステムを用いた評価実験では，合計 82名の 6週間にわたる 3種類の実

験を通して提示情報による歩数への効果を測定し，提案手法の有効性を確認した．
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1. はじめに

コンピューティング技術の発展は，ユーザのモチベー

ションを高める機会を様々な場面にもたらした [1][2]．こ

れは，小型のセンサや情報提示機器があらゆる場面での

データ取得と情報提示に向き，モチベーション制御への活

用に適しているからである．望ましい行動形成のためのモ

チベーション制御が自力で困難なことは，健康をはじめと

する様々な分野での社会問題が示しており，このことは，

コンピューティング技術を用いたモチベーション制御手法

が今後も様々な場面で重要になることを示唆している．

モチベーション向上のためのテクニックのひとつに競争

があり，順位付けなどの他者との相対比較は今までに様々

なシステムやイベントで多用されてきた [22][8][27]．競争
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の情報は人の普遍的で根源的な欲求を利用しており [9]，そ

の意味が理解し易くて様々な場面に適用し易いため，今後

も多くの人のモチベーション向上に活用されると推測で

きる．

しかしながら，競争を用いた既存手法には，それによる

心理的影響を考慮しきれていない点に問題がある．競争は

モチベーションに良い効果を与える一方で，悪い効果を与

えることも知られており，その効果を左右する要因として，

努力量に対する報酬 (i.e., 競争結果)[18]，競争相手との成

績差 [19]，競争参加人数 [20]などが示されている．例えば，

競争相手との兼ね合いで自分の努力が報われない状況や，

競争相手が頑張りすぎて自分より格上になってしまう状況

はモチベーションに悪い効果を与え得る．こういった心理

的要因を考慮せずに用いられる競争は必ずしもモチベー

ションに良い効果を与えるものではない．したがって，競

争による良い効果を得るためにはそれによる心理的影響を

考慮したシステム設計が必要となる．

そこで，本研究では競争による心理的影響を考慮したモ

チベーション制御手法を提案する．本稿では，まずは健康
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促進のための日常の運動モチベーション向上を目的とし，

累積歩数で競争する場面を対象とし，補正可能な競争相手

がいる場面を対象にして提案システムを設計する．提案シ

ステムでは，モバイルの活動量計から得た歩数を基にして，

モチベーションに良い効果を与えるように補正した競争情

報をフィードバックする．提案システムの競争情報はユー

ザの心理を考慮して変化し，適切な順位変動と競争相手と

の成績差などを提供する．本稿では，合計 82名の 42日間

(6週間)にわたる 3種類の実験から提案手法の有効性を評

価する．

本研究が提供する貢献は以下である．

• 本研究では，競争を利用したモチベーション制御シス
テムにおいて心理的な影響を考慮する設計を提案した．

• 提案手法のサンプルシステムとして運動モチベーショ
ン向上のためのシステムを設計して実装した．

• 提案手法の有効性を実験結果から確認した．
以降では，2章で関連研究，3章で提案手法，4章で評価

実験について述べ，5章でまとめる．

2. 関連研究

心理的影響を考慮したシステム設計

提案手法の特徴は，競争システムにおけるユーザ・シス

テム間のループに心理的な要素を取り入れた点である．競

争情報による心理的影響への配慮をシステム設計に内包さ

せることで，提示される競争情報がユーザの心理を考慮し

ながら動的に変化する．このように，システムとユーザ間

のインタラクションで生じる心理的な要因を内包する設計

方針は近年盛んになりつつある．例えば，ユーザの心理的

ウェルビーイングや潜在能力を高めることを目的としたポ

ジティブコンピューティング [1]という分野では，他分野の

心理的知見を基にしたシステムの評価や設計，また，ウェ

ルビーイングに繋がる心理的要因の測定技術および向上技

術の開発などが行われている．また，提案システムのよう

にユーザの心理や行動の変容を狙ったコンピューティング

技術は Persuasive technology[2]と呼ばれており，これま

でにヘルスケアや教育など様々な領域で提案されてきた．

この分野では様々な手法が提案されており，達成度合いな

どの自己の情報だけを利用する手法 [4]をはじめ，競争心

を利用した手法や協力心を利用した手法 [8]，自分の怠惰で

パートナーに罰が与えられるといった仲間間の利害関係を

利用した手法 [7]や仲間間でのソーシャルリマインダを利

用した手法 [6][5]，予測値を利用した手法 [3]などがある．

他者との相対比較

他者と相対比較したがる根源的で普遍的な欲求について

は社会的比較理論で追及されている [9]．社会的比較は競

争に限らない広義での他者との比較を指し，比較時の認知

的メカニズムなどがこれまでに研究されてきた．比較をし

たい欲求としては，例えば周囲の世界における自己評価を

知りたいという欲求があり，これは生物として適応的で安

全に生きるための資源獲得保持能力 [10]を養うためのも

のである．その他にも，能力の向上のための自己改善の欲

求 [11]や，心地よさを得るための自己高揚の欲求 [12]な

ど，複数の欲求が指摘されている．他者との比較の機会は

IT技術の発展に伴い今後も増加すると考えられ，その機会

による良い効果を引き出そうとする本研究のような技術の

必要性は増すと考えている．

競争においてモチベーションに影響する要因

本研究では，競争においてモチベーションに影響する要

因として次の 3つを扱う．

期待理論では，努力量に応じた報酬を得ることで，次の

報酬獲得や目標達成への期待が高まり，モチベーションの

表れである次の投入努力量が増すとされている [18]．期待

理論は，モチベーション誘発のプロセスやメカニズムを追

及する過程理論に属するモチベーション理論である．この

理論は，人を功利主義的と仮定してモティベーション喚起

プロセスの要に達成経験をおく点に特徴があり，1970年代

初頭に完成された後，現在においても経営学などで最も有

名な理論のひとつとなっている．基礎的なモデルでは，報

酬獲得期待 (i.e., 目標達成期待)と報酬価値の掛け算によっ

てモチベーション (i.e., 投入努力量)が決定され，投入努力

と報酬の間の適切なフィードバックループが重要とされて

いる [18]．努力量に応じた報酬は行動変容に重要な自己効

力感 (i.e., 行動遂行の自信)を養うためにも必要とモデル化

されており [15]，モチベーション向上に報酬獲得や目標達

成の経験が重要とわかる．

能力や成績などに関する競争相手との差がモチベーショ

ンに影響することがピア効果の研究で明らかになってい

る．N. Triplettが競争による努力量の向上を 1930年代に

報告して以来，競争者同士が影響しあう現象が様々な条件

で調査されてきた．その一つに，競争相手との差がある．

スコット・カレルら [19]は，ピア効果における競争相手と

の差による影響の調査として，米国空軍学校の士官候補生

を対象に実験を行い，成績下位の者は上位の者に混じるこ

とで落第率が高まり，成績中位の者が大半を占めるクラス

では全体の成績が向上したことから，同格の競争者からは

正のピア効果を受けて格上の競争相手からは負のピア効

果を受け得ることを示している．社会的比較理論において

も，競争する比較他者として見出されるのは属性と格が同

程度の者と示されていることから [16]，相手との差は比較

において重要な要因とわかる．

競争の参加人数がモチベーションに影響することが明ら

かになっている．Stephenら [20]は，競争参加人数が多い

ほど努力量が低下する心理現象を，人数をNとしてN効果

と呼んでおり，SAT(大学進学適性試験)のスコアと会場の

受験者数の間に負の相関があることや，認知能力テストに

おいても競争相手を少なく伝えられていた群の方が多く伝
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えられていた群よりもスコアからわかる努力量が高いこと

を示している．この原因としては，人数増加に伴う勝率の

期待の低下が挙げられる．また，報酬の価値の低下も挙げ

られ，人が相対的にモノの価値を見積もるせいで，1つの

順位変動の価値が参加人数の増加に伴って低下する．参加

人数の増加で努力量が低下する現象は競争ではない協力状

況においてもリンゲルマン現象や社会的手抜きとして知ら

れており [17]，参加人数が参加者の努力量やモチベーショ

ンに重要とわかる．

歩行モチベーション向上の手法

心身の健康促進のために歩行量増加が効果的なことから，

歩行モチベーション向上手法は多く提案されてきた．現在

ではターゲットユーザの細分化も進んでおり，例えば高齢

者向け [25]や，10代女子向け [24]に特化したものが提案さ

れている．また，大規模なヘルスケアプログラムも実施さ

れており，例えば不活発な成人を対象にしたウォーキング

プログラム [26]や自治体ごとの運動促進イベント [21][22]

が実施されている．

この運動モチベーション向上という目的において，競争

心を生むような仕組みは多くのシステムに付随されてお

り，例えば，仲間同士で歩数目標への進行具合を共有する

モバイルアプリ [5] や歩数でバーチャルペットの育成を楽

しむシステム [23]，女子向けの健康管理システム [24]，既

製のアプリ (e.x., Withings[27]，Fitbit)にウェブサービス

(e.x., Fitocracy[28])，活動量計を用いたヘルスケアプログ

ラム [22]で競争心を生む仕組みが設けられている．競争の

利用はユーザにわかりやすく簡易に導入できるため，今後

も多くの場面で活用され続けるだろう．競争による良い効

果を引き出す提案手法は，こういった競争が活用される機

会に汎用的に適用でき，ユーザのモチベーションに良い効

果を与えるものになると考える．

3. 提案手法

本研究では心理的影響を考慮した競争情報を用いたモチ

ベーション制御システムの開発を目指す．本稿では，まず

は日常の運動モチベーション向上を目的として，累積歩数

で競争するシステムを設計する．歩数を用いた運動モチ

ベーション向上システムは多くあり，また，累積値の競争

は歩数に限らず多くの場面で普及しており，これらは提案

手法の適用先として適当である．図 1に示すように，提案

システムでは活動量計から得た歩数を基にして競争結果を

フィードバックする．競争情報による心理的影響の考慮が

設計に内包されているため，フィードバックされる競争情

報はユーザの心理を考慮しながら補正され，モチベーショ

ンに良い効果を与えるための然るべきものとなる．従来手

法では競争相手との兼ね合いによって競争情報の効果は必

ずしも良くはならないが，提案手法では競争情報の効果を

常に良くすることを狙う．
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図 1 心理的影響を考慮した競争情報のフィードバック

3.1 要件

提案システムでは，次の 3つの要因による心理的影響を

考慮して競争情報を設計する．

要件 1：期待理論の考慮

モチベーション喚起プロセスには努力量に応じた報酬が

重要である．努力量に応じて報酬を得ることで，報酬獲得

や目標達成への期待が高まり，次の投入努力量 (i.e., モチ

ベーション)が向上する [18]．逆に，競争相手との兼ね合

いで起こってしまう努力が報われない経験はモチベーショ

ンを低下させてしまう．したがって，モチベーションに良

い効果を与えるためにはユーザの努力量に応じた競争結果

を提供する必要がある．

要件 2：相手との差に関するピア効果の考慮

競争相手との差はモチベーションに重要な要因である．

競争相手は自身と同格の者から見出されるため [16]，モチ

ベーションは競争相手との差が大きいと低下し，僅差であ

れば向上する [19]．したがって，モチベーションに良い効

果を与えるためには，適切な競争相手との差の提供が必要

である．特に，今回のような累積値の競争では，1日当た

りの小さい差が一定期間後には大差になり，一度大差にな

ると簡単に僅差にはならないので，差の操作は必須である．

要件 3： N効果の考慮

競争人数はモチベーションに重要な要因である．競争人

数の増加は努力量の無意識の低下を招く [20]．特に大人数

を前提とした競争では，嘘で参加人数を少なく伝えられな

いため，人数による影響の操作は必須である．大人数を前

提とした競争とは，例えば県主催の歩数競争イベントやあ

る学校内の定期試験などで，参加人数を 10人程度とは伝

えられない競争を指す．

3.2 競争情報の設計

ここでは，要件 1と 2を満たすための設計と，要件 3を

満たすための設計に分けて述べる．

3.2.1 競争結果の補正方法

要件 1と 2を満たすための順位変動と累積歩数の補正方

法を説明する．本システムでは，表 1に示すようにプレイ
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表 1 プレイヤーの定義

種類 説明

P1 プレイヤ 1(Player1): 競争結果を補正可能なプレイヤのこ

とを指す．架空のプレイヤ，もしくは実在のプレイヤであっ

てもユーザと競争情報を共有し得ない者である．なお，実

在のプレイヤでユーザと競争情報を共有する可能性があっ

ても，共有しない期間は P1 として扱える．

P2 プレイヤ 2(Player2): 競争結果を補正不可能なプレイヤを

指す．ユーザは含まない．ユーザと競争の情報を共有し得

るために補正が知れたら都合が悪い者で，主に実在の者が

想定される．

表 2 変数の定義

種類 説明

S 歩数 (Step): 1 日当たりの歩数とする．

B 基準値 (Baseline): ユーザごとの努力量を測る基準値で，一

定期間内における 1 日当たりの歩数の平均値とする．

E 努力量 (Effort): 基準値からの歩数の増減量を努力量とす

る．E は S−B で定義される．

NE 必要努力量 (Necessary Effort): 1つの順位変動に必要な努

力量とする．

BD 基本差 (Basic Difference): 補正時に維持される競争相手と

の成績差とする．

D 対処 (Deal)：努力量に応じた然るべき順位変動の数とす

る．D は E÷NE の整数部分で定義され，D=0 で順位変動

なし (STAY)，D>0 で順位上昇 (UP)，D<0 で順位下降

(DOWN)の 3つに分かれる．例えば，NEが 1000歩で E

が 2500歩の場合，Dは +2なので，2つの順位上昇が提供

される．

ヤを P1と P2の 2種類で定義し，P1の結果を補正するこ

とで，ユーザのモチベーション向上を狙う．その際には，

表 2に示す変数のうち，順位変動を起こすための必要努力

量 NEと競争相手との成績の基本差 BDの操作によって，

適切な競争結果を提供する．補正方法は同一競争内に P2

がいない場合のパターン 1と P2が複数存在する場合のパ

ターン 2で次のようになる．

パターン 1: P2がいない場合

競争スタート時には，まず，ユーザを配置する．ユーザ

の初期順位は，例えば上下の順位に P1が均等に配置され

るように競争人数の中間程度にする．次に，P1を配置す

る．P1の初期順位をユーザの初期順位以外の順位に割り

当て，P1 の歩数は，ユーザとの順位の距離を n として，

ユーザの歩数に基本差要素である (BD×n)とランダム要素

を加算したものとする．ランダム要素は ±(BD×l)間のラ

ンダム値で定義され，lは 0～1の範囲で適当に調整し，例

えば 0.3程度にする．この際，P1の歩数は上位から順に設

定し，1つ上位の歩数を上限にする．

競争スタート時以降には，まず，ユーザを配置する．ユー

ザの順位は，努力量 Eから計算される対処Dを前の順位に

加算した値とする．このとき，順位変動では総順位の上限

と下限を超えないものとする．次に，P1を配置する．P1

の順位には，前のランキングで上位だった P1から順に，

ユーザを除いた残りの順位の上位から割り当てる．ここで

の P1の歩数はユーザの累積歩数値にスタート時と同様の

基本差要素とランダム要素を加算し，さらに努力要素を加

算したものである．努力要素は，必要努力量 NEに至らな

かった Eを結果に反映させて，達成期待をもたせるため

のもので，例えば，NEが 1000で Eが 800歩の場合，順

位は上がらないが努力要素の作用によって上位の競争相手

に近づけたように見え，逆に Eが負の場合には上位の競

争相手に離されたように見える．努力要素は，−(E の符

号)×(BD×m)×(E÷NEの小数部分)で定義され，mで努

力要素の大きさを調整し，例えば 0.7程度にすると基本差

要素の 7割に努力が反映される．

このパターン 1の使用場面は相手と面識のないまま競争

する場面である．この場面はオンラインアプリケーション

の他にも，コンピュータとネットワークの普及と共に様々

な場面に存在するようになっており，例えばスポーツジム

におけるトレーニング器具の使用者記録表示機能などもこ

れにあたる．

パターン 2: P2が存在する場合

ここでは，ユーザおよび各 P2(以降ではユーザも P2と

呼ぶ)の順位を上下に 1つずつ補正できるように，1名の

P2を上位と下位でサポートする 2名の P1(以降では上位

サポータ P1と下位サポータ P1と呼ぶ)がいる例を示す．

競争スタート時には，まず，全 P2の初期順位を歩数で

決め，各々の上位サポータ P1と下位サポータ P1を決め

る．上位サポータ P1と下位サポータ P1の歩数は，サポー

ト対象の P2(以降では対象 P2と呼ぶ)の歩数に，前述した

パターン 1の競争スタート時と同様の基本差要素とランダ

ム要素に nを ±1として加算したものである．

競争スタート時以降には，P2間で生じた意図しない順位

変動と然るべき順位変動とのギャップを相殺しながら補正

する．このギャップがパターン 2ならではの問題である．

ここでいうギャップの相殺とは，例えば，順位変動なしで

あるべき P21 が自分より下位の P22 に抜かれて順位下降

してしまった場合に，P21 の上位サポータ P1が P21 より

下位になることで P21を順位変動なしにさせる，というも

のである．この相殺は，競争に存在する P1が多いほど完

全なものとなる．

競争スタート時以降では，まず，P2同士で生じた順位

変動 (以降では D2と呼ぶ)を全 P2の歩数累積値から求め

る．D2は順位変動なしが 0，n位上昇と n位下降はそれぞ

れ +nと −nとする．そして，相殺すべきギャップを Dか

ら D2を減算して求め，次の 3種類に応じて対応する．1

つ目の D−D2=0の場合，対象 P2のあるべき順位変動数

が P2同士の順位変動によって満たされている．この場合

には，サポータ P1達は対象 P2をそれ以上順位変動させ

ないように，対象 P2と前と同じ順位距離になる順位に配

置される．2つ目の D−D2>0の場合，対象 P2の順位があ
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表 3 P1 の配置に関する機能
種類 説明

上位配置 これは，ユーザの上位に常に P1 を配置するための機能

である．システムでは，努力したときに報われる達成経

験の提供が優先である．よって，ユーザの上位に順位上

昇を提供できる P1 がいないとき (e.x., ユーザが 1 位

になった後，上位サポータ P1 が下位に配置された後)，

P1 はユーザの上位に積極的に配置される．具体的には，

D=0 (STAY) でも，1つ下位の P1はユーザを抜いて上

位に配置される．このとき，STAY で順位下降するユー

ザへの配慮のために，上位に配置される P1の歩数はユー

ザの累積歩数に，基本差要素の (BD÷2) と努力要素の

(BD÷2)×(−E÷NE) を加算したものとする．

下位配置 これは，ユーザの下位に常に P1を配置するための機能で

ある．この機能の趣旨は上位配置機能の逆で，努力量低下

時の罰の提供である．具体的には，ユーザの下位に順位

下降を提供できる P1 がいないときには，D=0 (STAY)

でも，1つ上位の P1はユーザより下位に配置される．こ

のとき，STAYで順位上昇するユーザへの配慮のために，

下位に配置される P1 の歩数はユーザの歩数に，基本差

要素の (BD×2) と努力要素の (BD÷2)×(E÷NE) を減

算したものとする．

適度変動 これは，ユーザの順位付近にいなくてユーザの関わらな

い P1 同士が適当なタイミングで順位変動をする機能で

ある．

るべき順位より下がっている．この場合には，対象 P2の

順位を上げるために，上位サポータ P1の順位を対象 P2

より下位にする．3つ目の D−D2<0の場合，対象 P2の順

位があるべき順位より上がっている．この場合には，対象

P2の順位を下げるために，下位サポータ P1の順位を対象

P2より上位にする．以上の 3つの場合のサポータ P1達の

歩数は，対象 P2との順位の距離を nとして，前述したパ

ターン 1の競争スタート時以降と同様の基本差要素とラン

ダム要素と努力要素の 3つを対象 P2の累積歩数に加算し

たものである．また，サポータ P1達が対象 P2より上位

か下位のどちらかだけにいた場合には，ギャップの改善に

使えるサポータ P1が必要なだけ移動する．また，サポー

タ P1は移動後には，対象 P2に対する自身の定位置に積

極的に戻る機能が働く．具体的には，上位サポータ P1で

あれば対象 P2の 1つ上位に積極的に戻るために表 3に示

す上位配置機能が働き，下位サポータ P1であれば下位配

置機能が働く．

スタート時もスタート時以降も P1の設定は次のように

する．P1の歩数は上位から順に決め，対象ではない P2に

影響を与えないように，最も近くにいる対象ではない P2

を上位にも下位にも超えないようにする．また，対象 P2

の異なる P1間の順位変動 (e.x., P21の下位サポータ P1が

P22 の上位サポータ P1に抜かれる)は気にしない．また，

対象 P2が同一である上位サポータ P1と下位サポータ P1

の順位の入れ替わりは気にしない．

その他の機能

上記の両パターンにおいて，スタート時以降は表 3の機

能も作動する．パターン 2の場合には P2ごとに必要努力

量 NEと基本差 BDを設定することで，P2ごとに適した

補正をする．また，P2を P1として扱う場合には，P2同

士の交流日の数日前から補正を徐々に解除することで対処

する．また，P2の初期順位と P1の参加人数はユーザや使

用場面ごとに適当に設定する．また，パターン 2において

P1が不足する場合には，サポートするべき対象 P2の優

先順位を努力量などからわかるモチベーションを基に設定

し，P1にサポート対象を動的に変更させることで対処す

る．また，P1を適切な位置に随時配置したければ，途中の

参加と離脱の自由が前提の競争とすることで対処する．

3.2.2 競争人数の補正方法

大人数の競争の場合には，要件 1と要件 2を満たす 3.2.1

節の補正を適用したうえで，要件 3を満たすために次のよ

うにして少人数との競争を体験させる．具体的には，意識

させる競争人数を N人 (e.x., 10人)とした場合，全参加者

を N人ずつにグルーピングし，ユーザの属する小グルー

プの競争結果を提示する．このとき，相手との差の補正に

よってグループ内の相手はユーザと同格にしている．この

ようにして，自身と同格の少人数との競争を意識させ，ま

た，1つの順位変動の価値を N人の時程度に高める．ユー

ザが属する小グループ以外の相手の順位や成績といった全

体の競争結果については，知らせる必要がないという方針

であれば見せず，知らせる必要があるという方針であれば，

グルーピングを無くした全体のランキングやN人ずつの全

小グループのランキングを提示する．グループ変更は順位

変動ごとに行われ，例えば全 100人で 41～50位のグルー

プに属する者は，40位以上になることで上位のグループに

変更され，51位以下になることで下位のグループに変更さ

れる．

3.3 プロトタイプシステム

プロトタイプシステムでは活動量計から得た歩数データ

の保存および競争情報の補正処理はサーバ上で行われ，競

争情報はウェブアプリケーション上で提示される．ユーザ

はスマートフォンなどの情報提示機器から情報を閲覧す

る．活動量計にはWithings社の Pulse O2を用いて，ウェ

ブアプリ開発には JavaScriptを用いた．また，競争情報通

知用アプリケーションをコミュニケーションツールである

LINE社の LINEbotを利用して phpで開発した．

図 2にアプリケーション画面を示す．アプリケーション

画面は 3要素で構成される．A部分はコメント部分で，競

争情報の重要な概要をキャラクターがコメントし，情報読

解の手間の解消および注目させたい情報への誘導を狙う．

コメント内容は現在順位や前回からの順位変動，1つ上位

の競争相手との差などである．B 部分はランキング部分
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図 3 情報通知画面

で，順位と累積歩数を表示する．C部分は自己情報部分で，

ユーザに関する詳細な情報として，日ごとの歩数推移や順

位変動履歴を表示する．図 3に LINEbotの情報通知画面

を示す．これにより情報閲覧を促す．

デフォルトでは必要努力量 NEを 1000歩，基本差 BD

を 1000歩，グループ人数 Nを 10人とした．よって，ユー

ザの順位は努力量 Eが +1000で 1つ上昇して −1000で 1

つ下降する．10分程度の歩行量である約 1000歩は，僅差

と感じる適当な程度であり，厚生労働省が意味のある歩数

増加の目標として約 1000～1500歩と設定していることか

ら [29]，適当な設定である．Nの 10人は競争人数による

悪影響の排除に効果的だった人数 [20]で，適当な設定であ

る．図 4の左図のランキングは従来の競争情報を再現した

もので，全参加者の累積歩数の羅列である．図 4の右図は

左図に補正をした提案手法の競争情報である．図 5の左図

のランキングは 100人という大人数が参加した場合の従来

��������	��
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図 4 相手との差を補正した競争結果
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図 5 競争人数による影響を考慮した競争情報

の競争情報を再現したものである．図 5の右図は左図に補

正をした提案手法の競争情報で，A部分では小グループで

の順位を伝え，B-1部分ではユーザの属する小グループの

ランキングを表示し，B-2部分では全体の情報として全て

の小グループの平均値を表示している．C部分では自己情

報を表示し，その下に B-2部分より詳細な全体の情報とし

て全参加者の歩数がわかるランキングを表示する．このよ

うにして最初に小グループでの競争結果を伝え，ユーザが

見たければ全参加者の歩数までを見られるようにする．な

お，図左側で従来の競争情報として再現したランキングは

実際の歩数競争イベント [22]の情報に倣ったものである．

4. 評価実験

提案システムの有効性を評価する 3種類の実験に合計 82

名が参加した．実験期間は 42日間の 6週間で，実験では

提示情報による歩数への効果を評価する．

手順

実験は介入前期間，介入期間，介入後期間の 3 つで構

成される．1つ目の介入前期間は 2週間である．この期間

の平均歩数を努力量が 0の日常の自然な歩行量 (以降では
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表 4 運動量増加意欲の段階

段階 説明

1 無関心期： 現状より運動量を増やそうと思っていない

2 関心期： 運動量を増やしたいと思っており，そのうち

(6 ヶ月以内) に行動を変えようと思っていが，まだ，実

行してはいない．

3 準備期： 運動量を増やすために，今後 1ヶ月以内 (すぐ)

に行動を変える計画をしている．

4 実行期：実際に計画通り運動量・行動を変えて，現在 6ヶ

月未満である．

5 維持期： 実際に行動を変えて 6 ヶ月以上すぎた．

基準歩数と呼ぶ)とする．また，この期間には現状の運動

意欲の段階を測定した．測定は行動変容ステージモデル

(Transtheoretical Model： TTM)[14]を基に作成した表 4

に示す 5段階で回答させた．2つ目の介入期間は 2週間で

ある．この期間では 3種類の実験に被験者を分け，それぞ

れの競争情報の閲覧による歩数への効果を測定する．競争

情報の閲覧は毎日させ，その情報は 2 日間隔で更新され

る．ここでの各実験への被験者の振り分けには差がないよ

うに，前に測定した基準歩数と運動意欲の段階を基に行っ

た．3つ目の介入後期間は 2週間である．この期間から競

争情報の閲覧を停止させて，介入停止後への効果を測定す

る．ここでの初日に，介入期間に関するアンケートに回答

する．アンケート内容は競争への主観参加度の 5段階評価

(1：全く参加していない，5：とても参加した)である．実

験期間は長すぎると季節などの様々な要因が運動量に影響

するせいで介入の効果を測定しづらくなるため，今回の設

定が適当と考えた．

被験者の状態

被験者は平均年齢が 23.1歳 (標準誤差は 0.2)，男性 70名

と女性 12名である．状態は次のようになっている．1．歩

数の競争情報閲覧の実験への参加を了解している．2．実

験では歩数増加の努力の義務は一切ないと理解している．

そのため，介入期間以降のモチベーション水準の底辺は介

入前期間と同じ水準であり，介入期間以降の歩数は競争に

参加して増えるか参加せずに変化しないかのどちらかであ

る．介入前の日常の自然な歩数から介入期間以降に歩数を

わざわざ減らすことはないと想定される．3．提示情報の

意図は理解していない．4．実験終了時のアンケート回答

のために競争情報を毎日一読する義務があると理解してい

る．5．運動意欲の段階は平均 2.1(標準誤差は 0.1)であり，

運動意欲が高い集団ではない．6．活動量計に慣れている．

これは，活動量計を持つことによる歩数変動の可能性の排

除のために，介入前期間も含めて最低 2か月間は活動量計

を持っていたからである．

4.1 期待理論の考慮の評価

提案システムを用いた期待理論の考慮がモチベーション

向上に効果的かを評価する．30名の被験者が 3つの条件
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図 6 期間別の平均歩数の結果

に 10人ずつ分かれ，それぞれの競争情報を介入期間で閲

覧する．

条件は次の 3つである．1つ目の条件 Aでは努力量に応

じて順位変動が起こる．これは努力量に応じて報われる条

件であり，期待理論の影響への配慮がある提案手法にあた

る．1つの順位変動に必要な努力量 NEは 1000歩である．

よって今回は情報更新間隔である 2 日間の合計努力量が

2000歩増加 (減少)すれば 1つ順位が上がる (下がる)こと

になる．2つ目の条件 Bでは順位変動が一切起こらない．

この条件では努力量の順位変動への反映が一切ないため，

どれだけ努力しても報われない状況となる．これは，期待

理論の影響への配慮がない条件で，従来の競争に混在する

状況である．3つ目の条件 Cでは努力量に関わらず順位変

動が起こる．今回は，努力しなくても報われる状況として，

ユーザの努力量に関わらず 90%の確率で順位が 1つ上昇す

るものとする．これも，期待理論の影響への配慮がない条

件で，従来の競争に混在する状況である．

全条件において共通する設定は次のようになる．競争人

数は 10人である．このとき，被験者 1名が補正可能プレ

イヤ 9名と競争し，被験者ごとの競争は独立したものにな

る．スタート時において，被験者の初期順位は 6位から，

そして初期累積歩数は介入期間の約 2日前からの累積とし

て 10000歩程度に揃えた．競争相手との基本差BDは 1000

とした．運動増加の段階の平均値は条件 A，B，Cの順に，

1.75，1.66，1.9で，有意差はない．また，介入前期間の基

準歩数にも有意差はない．

4.2 結果

図 6は各条件の期間別の平均歩数である．エラーバーは

標準誤差を表し，図中の◎は p < 0.01，○は p < 0.05を表す．

図 7，8，9は各条件の歩数の推移とその近似曲線を示す．

エラーバーは標準誤差を表す．2要因分散分析の結果，手法

の主効果が有意であり (F(2,417)=5.1, p < 0.01)，時期の主

効果が有意であり (F(2,420)=7.1, p < 0.01)，交互作用が有

意であった (F(2,420)=2.6, p < 0.01)．交互作用の単純主効

果に関しては次のようになった．まず，手法の単純主効果

は，介入期間のみで有意であり (F(2,417)=12.2, p < 0.01)，
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図 7 条件 A の歩数の推移
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図 8 条件 B の歩数の推移
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図 9 条件 C の歩数の推移

多重比較検定の結果，提案手法である条件 Aの歩数が条件

B，Cの歩数よりも有意に多かった (p < 0.05)．次に，時期

の単純主効果は，条件 Aで有意であり (F(2,834)=8.8, p <

0.01)，多重比較検定の結果，介入期間の歩数が介入前期間

と介入後期間の両方の歩数よりも有意に多かった (両方と

も p < 0.05)．また，時期の単純主効果は条件 Bでも有意

であり (F(2,834)=12.2, p < 0.1)，多重比較検定の結果，介

入後期間の歩数が介入前期間の歩数よりも有意に減った (p

< 0.05)．なお，多重比較検定には Bonferroni法を用いた．

4.3 考察

条件 Aでは，介入前期間よりも介入期間で歩数が有意に

増加しており，他条件と比べても介入期間の歩数が有意に

多いとわかる．そして，この結果は努力量に応じたフィー

ドバックがモチベーション向上に効果的なことを示してい

る．自身の歩数の増減の確認は自己情報から全条件で確認

できた．したがって，期待理論の影響への配慮がない条件

B，Cの被験者に競争参加意欲が湧かなかった理由は，努力

量へのフィードバックがないせいで適当な投入努力量がわ

からなくて努力量を増やした場合の達成期待をもてなかっ

たからだと考えられる．このような状況では努力の義務が

ない者は競争に参加すらしないと考えられる．これに対し

て，期待理論の影響への配慮がある条件 Aの被験者が介入

期間において介入前期間よりも努力量を有意に向上させた

理由は，順位変動が努力量の増加と減少に対するフィード

バックとして効果的に働いたおかげで達成期待をもてたか

らだと考えられる．以上から，期待理論の影響を考慮した

競争情報がモチベーション向上に効果的なことを確認した．

4.4 相手との差に関するピア効果の考慮の評価

提案システムを用いた競争相手との差に関するピア効果

の考慮がモチベーション向上に効果的かを評価する．22名

の被験者が 2つの条件に 11人ずつ分かれ，それぞれの競

争情報を介入期間で閲覧する．

条件は次の 2つである．1つ目の条件 Dでは，競争相手

との差は僅差である．この条件では，相手との差が常に近

いので，同格の相手と競争をする状況となる．これは相手

との差に関するピア効果の影響への配慮がある条件で，提

案手法にあたる．今回は相手との基本差 BDは 1000歩と

した．よって，1つ上位との差は約 1000，2つ上位との差

は約 2000となる．2つ目の条件 Eでは，競争相手との差は

大差である．この条件では，相手との差が常に大きいので，

格の違う相手と競争をする状況となる．これは，相手との

差に関するピア効果の影響への配慮がない条件で，従来の

競争に混在する状況である．今回は相手との基本差 BDは

8000歩とした．よって，1つ上位との差は約 8000，2つ上

位との差は約 16000となる．大差としては従来の競争シス

テムで確認されるような 6桁以上の差も考えられたが，今

回の水準は参加者にとって大差と感じられ，なおかつ順位

上昇でき得るものを選択した．

全条件において共通する設定は次のようになる．競争人

数は 10人である．このとき，被験者 1名が補正可能プレ

イヤ 9名と競争し，被験者ごとの競争は独立したものにな

る．必要努力量 NEは基本差 BDと同じにしていることか

ら，この実験は期待理論の考慮も含まれているといえる．

スタート時において，被験者の初期順位は 6位から，そし

て初期累積歩数は介入期間の約 6 日前からの累積として

35000歩程度に揃えた．なお，各条件への被験者の振り分

けは，前の実験同様の配慮をしており，運動意欲の段階の

平均値は条件 D，Eの順に，2.1，2.0で有意差はなく，介

入前期間の基準歩数にも有意差はない．

4.5 結果

図 10は条件ごとの時期別の歩数である．エラーバーは標

準誤差を表し，図中の◎は p < 0.01，○は p < 0.05を表す．

図 11，12は各条件の歩数の推移とその近似曲線を示す．エ

ラーバーは標準誤差を表す．2要因分散分析の結果，手法

の主効果が有意であり (F(1,306)=5.2, p < 0.05)，時期の主

効果が有意であり (F(2,621)=7.7, p < 0.01)，交互作用が有

意であった (F(2,621)=3.1, p < 0.05)．交互作用の単純主効
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図 10 期間別の平均歩数の結果
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図 11 条件 D の歩数の推移
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図 12 条件 E の歩数の推移

果に関しては次のようになった．まず，手法の単純主効果

は，介入期間のみで有意であり (F(1,306)=14.4, p < 0.01)，

多重比較検定の結果，提案手法である条件Dの歩数が条件

Eの歩数よりも有意に多かった (p < 0.05)．次に，時期の

単純主効果は，条件 Dで有意であり (F(2,612)=10.2, p <

0.01)，多重比較検定の結果，介入期間の歩数が介入前期間

の歩数よりも有意に多く (p < 0.05)，また介入後期間の歩

数よりも有意に多かった (p < 0.05)．なお，多重比較検定

には Bonferroni法を用いた．

4.6 考察

条件 Dでは，介入前期間よりも介入期間で歩数が有意に

増加しており，他条件と比べても介入期間の歩数が有意に

多いとわかる．そして，この結果は競争相手と僅差に保つ

ことがモチベーション向上に効果的なことを示している．

条件 Dで競争参加意欲が湧いた理由は，僅差の相手のおか

げで，順位上昇に必要な努力量を達成可能な範囲であると

いう見積りがもてたからだと考えられる．また，僅差の相

手は順位下降に関する見積もりも同時にもたせたと考えら

れる．これに対して，条件 Eで競争参加意欲が湧かなかっ

た理由は，大差の相手を競争相手と認識できず，それが順

位上昇に必要な努力量を達成できない範囲であると見積も

らせてしまったからだと考えられる．今回の大差で歩数を

増加させた被験者についても，仮に大差の程度を 6桁以上

などの個人の許容範囲を超えるものにすれば一切競争に

参加せずに歩数が増加しない状況になったと考えられる．

以上から，相手との差に関するピア効果の考慮がモチベー

ション向上に効果的なことを確認した．

4.7 N効果の考慮の評価

提案システムを用いたN効果の考慮がモチベーション向

上に効果的かを評価する．30名の被験者が 3つの条件に

10人ずつ分かれ，それぞれの競争情報を介入期間で閲覧す

る．ここでの競争人数は 100人である．

条件は次の 3つである．1つ目の条件 Fでは，大人数の

競争結果に加えて，同格の少人数グループでの競争結果も

提示される．これは，同格の少人数を意識させる条件であ

り，N 効果の影響への配慮がある提案手法にあたる．グ

ルーピングの人数Nは 10人である．また，必要努力量NE

を 1000，相手との基本差 BDを 1000としており，期待理

論とピア効果の影響への配慮も含まれている．2つ目の条

件 Gでは，大人数の競争結果のみが提示される．これは，

常に格の違う相手との差を意識させる条件で，N効果の影

響への配慮がない条件である．ただし，期待理論とピア効

果の影響への配慮は条件 Fと同じようにされている．3つ

目の条件 Hでは，何の影響への配慮もせずに大人数の競争

結果のみを提示する．これは，大人数の格の違う相手と報

われづらい競争をする条件であり，従来の大人数の競争に

混在する状況である．今回は，相手との基本差 BDと必要

努力量 NEを 8000とする．

全条件において共通する設定は次のようになる．競争人

数は 100人である．このとき，被験者 1名が補正可能プレ

イヤ 99名と競争し，被験者ごとの競争は独立したものに

なる．スタート時において，被験者の初期順位は 66位か

ら，そして初期累積歩数は 300000歩程度に揃えた．初期

累積歩数は介入期間の約 50日前からとしている．この実

験ではどの条件であっても全体の上位になることは困難だ

と理解できる状況である．なお，各条件への被験者の振り

分けは，前の実験同様の配慮をしており，運動意欲の段階

の平均値は条件 F，G，Hの順に，2.5，2.2，2.2で有意差

はなく，介入前期間の基準歩数にも有意差はない．

4.8 結果

図 13は条件ごとの時期別の歩数である．エラーバーは

標準誤差を表し，図中の◎は p < 0.01，○は p < 0.05を表

す．図 14，15，16は条件ごとの歩数の日ごとの推移とその

近似曲線を示す．エラーバーは標準誤差を表す．2要因分

散分析の結果，時期の主効果が有意であり (F(2,834)=15.3,
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図 13 期間別の平均歩数の結果
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図 14 条件 F の歩数の推移
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図 15 条件 G の歩数の推移

p < 0.01)，交互作用が有意傾向であった (F(4,834)=2.05, p

< 0.1)．交互作用の単純主効果に関しては次のようになっ

た．まず，手法の単純主効果は，介入期間のみで有意であ

り (F(2,417)=5.0, p < 0.01)，多重比較検定の結果，提案手

法である条件 Fの歩数が条件Hの歩数よりも有意に多かっ

た (p < 0.05)．次に，時期の単純主効果は，条件 Fで有意

であり (F(2,834)=12.2, p < 0.01)，多重比較検定の結果，

介入期間の歩数が介入前期間と介入後期間の歩数よりも多

かった (両方とも p < 0.05)．また，時期の単純主効果は条

件Gでも有意であり (F(2,834)=6.4, p < 0.01)，多重比較検

定の結果，介入期間が介入後期間よりも有意に多かった (p

< 0.05)．なお，多重比較検定には Bonferroni法を用いた．

4.9 考察

条件 Fでは，介入前期間よりも介入期間で歩数が有意に

増加しており，介入期間の歩数が条件 Hよりも有意に高

かったことから，条件 Fは全条件で最も効果があったとわ

かる．そして，この結果は少人数との競争を意識させるこ

とがモチベーション向上に効果的なことを示している．条

件 Fと Gの両方が競争相手が僅差にいることによる良い
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図 16 条件 H の歩数の推移
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図 17 競争への主観参加度の結果
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図 18 介入期間における基準歩数以上の日数の割合の結果

効果を得ていたと考えられるが，意識した競争相手の違い

が双方の競争参加意欲の違いになったと考えられる．例え

ば，全体 66位からの 5つ順位を上昇できそうな状況を想

定する．このとき，条件 Gのように全体の上位にいる相

手との差を意識させられると，全体 66位から全体 61位に

なるという些細で達成した気になれない経験が想定され得

る．これに対して，条件 Fのように同格の少人数との競争

を意識させられると，グループ内で 6位から 1位になると

いう達成した気になれる経験も想定され得る．この意識で

きた競争相手の違いが効果の違いになったと考えられ，努

力の義務のない被験者にとっては，条件 Fよりも条件Gの

方が競争参加意欲が湧きづらかったと考えられる．また，

条件 Gよりも競争相手との差が極めて大きい条件 Hでは，

競争参加意欲がより湧きづらかったと考えられる．以上か

ら，競争人数による影響の考慮がモチベーション向上に効

果的なことを確認した．また一方で，条件Gの方が条件 H

よりも介入期間の歩数が多かったことから，大人数の競争

においても努力量に応じた結果の提供と相手と僅差に保つ

ことはモチベーション向上に効果的と考えられる．

4.10 補足指標への効果

図 17に各条件の競争への主観参加度の結果を示し，図

18に介入期間において基準歩数 (i.e., 介入前の歩数の平均)
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以上の歩数だった日数の割合を示す．エラーバーは標準誤

差である．歩数の結果と同じで，提案手法にあたる条件A，

D，Fが各実験の中で最も高い値で良い結果となっている．

このことから，競争参加意欲向上のために，また常に基準

歩数以上の歩行量を維持させるために，努力量に応じた結

果のフィードバックや，僅差に相手がいること，そして少

人数を意識した競争が効果的だったとわかる．

4.11 総合考察

実験全体を通して，心理的影響への配慮がある競争情報

がモチベーション向上に効果的なことが確認できた．ここ

では，実験全体に共通する議論を行う．

提案手法にあたる条件 A，D，Fにおける介入後期間の

歩数が介入期間の歩数よりも有意に低下していることは

介入の効果があったことを示している．一方で，モチベー

ション支援システムの目標の 1つは，介入であるシステム

使用を減らした後や無くした後でも効果を持続させること

と考えている．つまり，自律したモチベーション制御能力

の増進ができれば理想的と考えている．したがって，今後

は介入後期間も効果を持続させる方法，もしくは介入の頻

度を減少させても効果を持続させる方法について検討と検

証をする．例えば，運動自体に喜びを見出す方法の検討や，

運動自体に楽しみはなくても運動量増加から得られる喜び

(e.x., 健康指標の向上，称号の獲得)の提供などが考えら

れる．

今回の結果からは，従来の競争情報がモチベーションに

良い効果を与えない状況も確認した．努力量に応じた結

果，相手との差，競争人数，これらによる影響への配慮が

ない競争情報は良い効果を与えない．そして，このような

競争情報はモチベーション向上を妨げた可能性もあり，例

えば競争情報さえなければ自己情報だけを見て歩数が増加

したかもしれない，ということが考えられる．さらに，こ

のような競争情報は被験者の状態によってはモチベーショ

ンの低下さえ招いたと考えられる．例えば，今回の手順と

は違って被験者の努力量がプラスの状態になった後に，努

力が報われない状況や，競争相手との差が個人の許容範囲

を超える状況になれば，モチベーションの有意な低下が起

こったと考えられる．このような競争情報による悪い効果

は，競争情報閲覧システムの使用で注意したい点の 1つで

あるため，今後は競争情報による介入がユーザのモチベー

ションに悪い効果を与える状況の検証も行っていく．

今回の実験では，各条件において同一程度と分類できる

状況を連続して再現することでその状況の効果を評価して

いる．ただし，ランダムな変動はあるので全く同一ではな

い．この方法以外にも，自然に任せて競争をさせて，本研

究で良い効果や悪い効果と想定している競争情報が提示さ

れた日のみを抜粋して評価することも考えられるが，提示

情報による効果が表れるのが即日か数日後なのかは不明な

ため，今回の方法に至った．今回の実験で良い効果だった

情報や悪い効果だった情報は，連続で提示される状況だけ

でなく，様々な情報に混在することでも同じ効果を与える

と仮定し，本稿では議論している．

提示情報による効果の程度や傾向には個人差があると考

えられる．実際に，性格によって競争による影響が異なる

報告がある．今回の結果は，同じ情報で全員にまんべんな

く良い効果を与えることを狙ったものなので，今後は，被

験者を属性ごとに分類した実験も行い，個人の属性ごとに

適した情報補正方法についても検討していく．また，僅差

の程度や報われる際の努力量などにはモチベーションを最

大化する閾値がその時のモチベーションごとにあると考え

られるので，今後はその閾値を動的に変更する手法も検討

する．

5. まとめ

本研究では心理的影響を考慮した競争情報を用いたモチ

ベーション制御手法を提案した．そして本稿では，日常の

運動モチベーション向上を対象とし，競争においてモチ

ベーションに影響する要因である，努力量に対する競争結

果，競争相手との成績差，競争参加人数の 3点による心理

的影響への配慮をシステム設計に内包させた競争システ

ムを開発した．提案システムでは活動量計から得た歩数を

基にして，歩行モチベーションに良い効果を与えるように

補正された競争結果がフィードバックされる．評価実験で

は，合計 82名の 6週間にわたる 3種類の実験を通して提

示情報による歩数への効果を測定し，提案手法の有効性を

確認した．提案手法は，競争が活用される様々な場面に汎

用的に適用され，競争による悪い効果を排除して良い効果

を引き出すものになると考える．

今後の課題は，様々な年齢層や特性の者を対象にした実

験の実施，システム介入後も効果を持続させるために自律

的なモチベーション制御能力を増進させる方法の考案，そ

して個人ごとにモチベーションを最大化させる情報補正方

法の考案などである．これらによって，真にモチベーショ

ンへの影響を考慮した競争システム，および誰もが良い効

果を最大限に得られる競争システムを目指す．
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